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1. 緒言 

直交集成板（以下 CLT とする）を壁パネルとして中層

木造建築物を設計する場合、CLT壁パネルには鉛直力と水

平力が作用する。既往の研究において、ヒノキCLT（厚さ

270mm）を用いた面内せん断実験の報告(1)があるが、本報

では、スギ CLT パネル（厚さ 150mm）を用い、強軸方向

に圧縮の長期許容応力度に対して 1.1 倍の鉛直荷重を載荷

した状態と鉛直荷重なしの状態で、正負繰り返し面内せ

ん断実験を行い、CLT パネルのせん断弾性係数 G、せん断

強度 τmaxを比較することを目的とする。 

2. 試験方法 

2.1. 試験体 

試験体は、幅 2000mm、高さ 1800mm、厚さ t=150mm の

エ形 CLT パネルで、中央せん断部は幅 B=840mm 高さ

h=420mm とした。CLT は日本農林規格 JAS 3079(2019):直

交集成板に規定する同一等級構成直交集成板で、強度等

級 S60-5-5、ラミナ厚さ 30mm、ラミナ幅 120mm（樹種：

スギ ラミナ等級：M60A）の 5 層 5 プライ幅はぎ接着な

しである。試験体の含水率（高周波容量式木材水分計で

測定）は、表裏面ラミナ 14 箇所の測定の平均値で、鉛直

力有りの試験体が 11.6%、無しの試験体は 11.9%であった。 

2.2. 試験装置 

 2 基の面外変形拘束パンタグラフを連結し、加力梁と反

力床を平行に保ちながら水平加力する「建研式加力」試

験装置内にエ形 CLT パネルを設置した。試験体下部の水

平移動及び回転拘束を行い、試験体中央部に純せん断力

が作用するよう工夫した。試験装置への試験体設置図を

図 1 に示す。 

2.3. 鉛直荷重の設定 

せん断面CLTの圧縮の長期許容応力度 fc,long (N/mm2)を(1)

式で算出し、せん断面の断面積 A0 を乗じて長期許容圧縮

耐力 Qc､long を計算した。計算の結果 Qc､long は 449kN となっ

た。面内せん断試験での鉛直荷重有りの実験では Qc､long の

1.11倍の 500kNを鉛直荷重として一定載荷した。なお載荷

梁の質量(2.5ton)は、鉛直荷重に加算している。 

 

                     (1) 

ここに σc_oml：21.6(N/mm2) （平 13 国交告第 1024 号第 9 イ表 1） 

    AA：等価断面(mm2)（同一等級構成強軸＝3/5A0） 

    A0：CLT 試験体のせん断面断面積(=840×150mm2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 試験装置への試験体設置図（赤点線：せん断エリア） 

2.4. 面内せん断耐力及び繰り返し加力スケジュール 

 せん断面の面内せん断強度 Fs(N/mm2)を、平 13 国交告

第 1024 号第 9 二に従い(2)式で算出し、せん断面の断面

積 A0 を乗じて面内せん断基準耐力 Qs を計算した。計算の

結果、面内せん断強度 Fs は (2)式の第三項で決定し

Fs=2.45(N/mm2)、面内せん断基準耐力 Qsは、308kN となっ

た。 

 

 

 

 

                         (2) 

ここに、fv_lam_0：2.7(N/mm2),  fv_lam_90：8.1(N/mm2) 

    tnet：直交層の厚さの合計(mm),  tgross：CLT 厚さ(mm) 

 b：ラミナ幅(=120mm),  nca：CLT の直交接着層の数(=4) 

fv_tor：3.0(N/mm2),  fR：1.5(N/mm2),  m：各層のラミナの

幅方向の数のうち最小の値(=7) 

 加力スケジュールは荷重制御とし、上述の面内せん断

基準耐力 Qs の 1.1 倍（Fs=2.7N/mm2）に対し 1.1/3(=125kN)、

2/3（=227kN）及び 1.1×Qsで正負 1回の繰り返しを行い、

ジャッキ引側（正側）で試験体を破壊させた。 
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2.5. CLT の面内せん断強度 τmax及び面内せん断弾性係数 G 

 面内せん断強度 τmax（N/mm2）は(3)式で算出した。 

 

           (3) 

 ここに Qmax：最大荷重(N) 

      B：せん断エリアの CLT 幅(=840mm) 

        t：CLT 厚さ(=150mm) 

  せん断変位Δは、標点間変位を測定できるパイプ式変位

計を用いた計測 1 と、せん断エリア内の水平変位と鉛直変

位から真のせん断変形を算出する計測 2 の方法を用いた。 

 面内せん断弾性係数Gは、弾性範囲内（最大荷重の10%、

40%）での面内せん断応力度 τ を、計測 1 及び計測 2 で算

出したせん断変形 γ で除して算出した。計測 1 及び計測 2

の変位計設置位置を図 2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 計測 1 及び計測 2 の変位計設置位置 

 せん断変形 γ(rad)は、真のせん断変位 Δshearを計測部高さ

h で除して(4)式で算出した。計測 1 での真のせん断変位

Δshear,1 は、水平移動、ロッキング変形を除いた(5)式で、計

測 2 の真のせん断変位 Δshear,2は(6)式で算出した。 

 

                                 (4) 

 

 

                       (5) 

 

                       (6) 

 

3. 実験結果 

面内せん断加力時の水平変位 δ(mm)と鉛直荷重 Qv の関

係を図 3 に示す。鉛直荷重 500kN 及び 0kN ほぼ一定で水

平加力が行われていることことを確認した。 

図 4 にせん断応力度 τとせん断変形角 γの関係を示す。図

中の赤線は鉛直荷重 500kN 載荷時、黒線は鉛直荷重 0kN

を示す。また左図は計測 1 で変形角を算出、右図は計測 2

で変形角を算出している。結果のまとめを表 1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 水平変位 δと鉛直荷重 Qvの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 せん断応力度 τとせん断変形角 γの関係（赤線：鉛

直荷重 500kN、黒線鉛直荷重 0kN） 

（左図は計測 1、右図は計測 2 で変形角算出） 

表 1 CLT 面内せん断試験結果まとめ 

鉛直荷重 
最大せん断強度 

τmax (N/mm2) 

せん断弾性係数 

G (N/mm2) 

500kN 3.37 
509 

503 

0kN 3.39 
588 

631 
注：せん断弾性係数 G で上段は計測 1 で計算した値、下段は計測 2 で計算した

値を示す。 

4. まとめ 

 スギ 5 層 5 プライ CLT の面内せん断実験で、強軸方向

に圧縮の長期許容応力度の 1.1 倍の鉛直荷重を作用させた

場合と無負荷の実験結果から、 

・面内せん断強度 τmax は鉛直荷重による影響はなく、CLT

の面内せん断基準強度 Fs(2.45N/mm2)の 1.37 倍となった。 

・鉛直荷重有ではせん断弾性係数 G は計測方法によらず

ほぼ同等の値となったが、鉛直荷重無しでは計測 2 が大

きい値を示した。ロッキングによる変形を過小評価し

ている可能性が考えられる。 
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